
■令和５年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業 実施計画における実施状況及び効果検証について

（単位：円）

効果・検証

臨時交付金 国家補助金等 一般財源

①実施状況（実施計画記載内容を基に決算額等を含めて）

②成果指数

③効果検証（評価）

重点交付金 1

守口市電力・ガス・食料品等価

格高騰緊急支援給付金支給事業

【低所得者世帯給付金】

地域福祉課 641,190,000

①物価・賃金・生活総合対策として、新型コロナウイルスの影響による電力・ガス・食料品等

の価格高騰による負担増により、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯及

び住民税非課税世帯と同等の世帯）への支援に供するよう、給付金を支給する。

②低所得世帯への給付金

 負担金、補助及び交付金 641,190千円

③Ｒ５年度分の住民税非課税世帯 21,322世帯*30千円

  家計急変世帯等                  51世帯*30千円

④１．基準日（令和５年６月１日）時点で守口市の住民基本台帳に登録のある者（基準日以降

に住民票が作成されたホームレス等、住民票を移していないＤＶ等避難者及び施設等所在地に

住民票を移していない措置入所等児童・障がい者・高齢者も含む）であって、同一世帯に属す

る者全員が、令和５年度市町村民税均等割が課されていない者又は市町村の条例で定めるとこ

ろにより市町村民税均等割を免除された者である世帯の世帯主。

２．申請日時点で守口市の住民基本台帳に登録のある者（住民票を移していないＤＶ等避難者

及び施設等所在地に住民票を移していない措置入所等児童・障がい者・高齢者も含む）であ

り、同一世帯に属する者全員が、令和５年度市町村民税均等割が課されていない者又は市町村

の条例で定めるところにより市町村民税均等割を免除された者である世帯以外の世帯であっ

て、令和５年１月以降の家計が急変し、同一の世帯に属する者全員が令和５年度分の市町村民

税が非課税である世帯と同様の事情にあると認められる世帯の世帯主。

ただし、１、２に関わらず令和５年度市町村民税均等割が課税されている者から扶養を受けて

いる者のみで構成される世帯を除く。

④-Ⅳ．コロナ

禍において物

価高騰等に直

面する生活困

窮者等への支

援

R5.6 R5.12

支給希望者に対

する支給率

（100％）

641,130,000 641,130,000 0 0

①申請受付期限内において、令和５年度分の非課税世帯21,320世帯及び家計急変世帯51

世帯からの申請を受付け、総額641,130,000円の給付金を支給した。

②支給希望者に対する支給率100％

③給付金を支給することで、新型コロナウイルスの影響による電力・ガス・食料品等の

価格高騰により家計に大きな影響を受ける低所得世帯への支援に供した。

重点交付金 2

守口市電力・ガス・食料品等価

格高騰緊急支援給付金支給事業

（事務費）

地域福祉課 78,019,000

①物価・賃金・生活総合対策として、新型コロナウイルスの影響による電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増

により、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯及び住民税非課税世帯と同等の世帯）への支援に供

するよう、給付金を支給する。

②低所得世帯への給付金に係る事務費

 報酬 3,817千円 職員手当等 491千円 旅費 446千円 需用費 200千円 役務費 13,365千円 委託料

59,700千円

③非常勤職員報酬（会計年度任用職員2人分） （7,488円*223日*2人）+（1,069円*1H*223日*2人）

 職員手当（会計年度任用職員２人分） （7,488円*5日*4.2*1.2ヶ月*2人*30％）+（7,488円*5日*4.2*1.2ヶ月*2

人）

 費用弁償（会計年度任用職員２人分） 1,000円*223日*2人

 消耗品費（提出書類等編綴用ファイル等） 200,000円

 通信運搬費 確認書等発送郵便料 5,380,000円 返送用郵便料2,912,000円 コールセンター電話使用料 500,000

円

 手数料 振替手数料 110円*25,200件 組戻手数料 880円*500件 振替口座照会手数料 54円*25,200件

 委託料 支給関連業務委託料 51,700,000円、システム構築等委託料 8,000,000円

④１．基準日（令和５年６月１日）時点で守口市の住民基本台帳に登録のある者（基準日以降に住民票が作成された

ホームレス等、住民票を移していないＤＶ等避難者及び施設等所在地に住民票を移していない措置入所等児童・障がい

者・高齢者も含む）であって、同一世帯に属する者全員が、令和５年度市町村民税均等割が課されていない者又は市町

村の条例で定めるところにより市町村民税均等割を免除された者である世帯の世帯主。

２．申請日時点で守口市の住民基本台帳に登録のある者（住民票を移していないＤＶ等避難者及び施設等所在地に住民

票を移していない措置入所等児童・障がい者・高齢者も含む）であり、同一世帯に属する者全員が、令和５年度市町村

民税均等割が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより市町村民税均等割を免除された者である世帯以

外の世帯であって、令和５年１月以降の家計が急変し、同一の世帯に属する者全員が令和５年度分の市町村民税が非課

税である世帯と同様の事情にあると認められる世帯の世帯主。

ただし、１、２に関わらず令和５年度市町村民税均等割が課税されている者から扶養を受けている者のみで構成される

世帯を除く。

④-Ⅳ．コロナ

禍において物

価高騰等に直

面する生活困

窮者等への支

援

R5.6 R5.12

支給希望者に対

する支給率

（100％）

56,445,331 53,300,000 0 3,145,331

①報酬 1,024,156円、職員手当等 1,356,134円、共済費 165,257円、需用費 67,565

円、役務費 6,879,395円、委託料 46,952,824円を執行し、給付金を適正支給するため

の体制を確保した。

②支給希望者に対する支給率100％

③給付金を支給することで、新型コロナウイルスの影響による電力・ガス・食料品等の

価格高騰により家計に大きな影響を受ける低所得世帯への支援に供した。

重点交付金 7
守口市おでかけ応援商品券（推

奨事業メニュー分）
地域振興課 479,144,000

①新型コロナウイルスの影響による電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けた市

民に対して、消費の下支えを通じた生活安定支援と市内消費喚起による地元事業者への

経済的支援及び高齢者に対しては、アフターコロナにおける健康づくりに資することを

目的に、外出の更なる契機とする。

②③商品券発行等業務委託  504,144千円

【商品券】

・高齢者世帯 1冊 7,500円分の商品券を30,400世帯に給付

（7,500円*30,400世帯＝228,000,000円）

・その他世帯 1冊 5,000円分の商品券を43,300世帯に給付

（5,000円*43,300世帯＝216,500,000円）

【事務費】

59,644,000円

④基準日（8月1日）時点において守口市の住民基本台帳に記載のある全世帯

ただし、基準日時点において給付対象者の属する世帯に、昭和34年4月1日までに出生

し、本市の住民基本台帳に記録されている者がいる場合は、高齢者世帯とする。

（1世帯1冊給付）

うち、推奨事業メニュー分（479,144千円）

④-Ⅳ．コロナ

禍において物

価高騰等に直

面する生活困

窮者等への支

援

R5.8 R6.3

商品券引換率

80％

商品券換金率

95％

424,248,094 373,095,000 0 51,153,094

①発行冊数 73,700冊

 【内訳】

 7,500円の商品券（65歳以上の世帯分)  30,400冊発行

 5,000円の商品券（その他の世帯分）43,300冊発行

②7,500円の商品券 引換率93.91％（28,548冊）

          換金率99.32％（425,325枚）

 5,000円の商品券 引換率81.70％（35,375冊）

          換金率99.04％（350,349枚）

※利用された商品券の換金枚数は、引換枚数781,970枚（発行枚数889,000枚）のうち、

775,674枚となり(換金率99.19％）となった。

③事業実施により、約3億9千万円の消費喚起を行ったことで、市民の生活安定と市内事

業者の支援に寄与した。

事業名

（充当事業）
担当課

実施計画記載内容

経済対策との

関係
始期 成果目標

実施状況及び効果検証

総事業費

                                      事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費に

対する執行額

財源内訳

終期



通常交付金 8
守口市おでかけ応援商品券（通

常分）
地域振興課 25,000,000

①新型コロナウイルスの影響による電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けた市

民に対して、消費の下支えを通じた生活安定支援と市内消費喚起による地元事業者への

経済的支援及び高齢者に対しては、アフターコロナにおける健康づくりに資することを

目的に、外出の更なる契機とする。

②③商品券発行等業務委託  504,144千円

【商品券】

・高齢者世帯 1冊 7,500円分の商品券を30,400世帯に給付

（7,500円*30,400世帯＝228,000,000円）

・その他世帯 1冊 5,000円分の商品券を43,300世帯に給付

（5,000円*43,300世帯＝216,500,000円）

【事務費】

59,644,000円

④基準日（8月1日）時点において守口市の住民基本台帳に記載のある全世帯

ただし、基準日時点において給付対象者の属する世帯に、昭和34年4月1日までに出生

し、本市の住民基本台帳に記録されている者がいる場合は、高齢者世帯とする。

（1世帯1冊給付）

うち、通常分（25,000千円）

④-Ⅳ．コロナ

禍において物

価高騰等に直

面する生活困

窮者等への支

援

R5.8 R6.3

商品券引換率

80％

商品券換金率

95％

21,204,000 21,204,000 0 0 同上


